







































































































































































































































































































































































































































































































































































IASB, IFRS No.2, Share-based Payment, December 
2004.
IASB, IFRS No.2, Basis for Conclusions on Share-
based Payment, December 2004.
FASB, SFAS No. 123, Accounting for Stock-Based 
Compensation, October 1995.
の場合、ベースとなっているのは連続時
間型モデル（ブラック・ショールズ式等）
の方法であるが、韓国はIFRSと同様に、
離散時間型モデル（二項モデル等）を重
視していると考えられる。
　しかしながら、ストック・オプション会計
基準を検討する際には、ストック・オプショ
ン費用化をめぐる論点、費用計上が企業経営
に与える影響、いかにして報酬体系を組み立
てるかなど、実務的な処理と関連させて検討
する必要がある。
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